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１．はじめに
　高専では中学校卒業後の15歳から専門教育を行い，“実
践的技術者”の育成を行っている．実際に高専を卒業し
た多くの卒業生は，技術者として様々な場所で活躍して
いる．高専の就職希望者の約１割が原子力関係に就職し
ているという報告１）もあり，高専における原子力教育は
必須となっている．しかし高専においては，大学のよう
に原子力を専門とする学科は存在せず，体系的に原子力
教育を行うことができないという問題がある．その問題
を解決するために，独立行政法人国立高等専門学校機構
（高専機構）では平成22年から28年の７年間に文部科学
省予算による国際原子力人材育成事業を実施し，高専生
に向けた原子力・放射線関連実習や遠隔TV講義等に全
51高専が参加し，体系的な原子力教育を実施してきてい 
る１），２）．また，平成29年度からは新たに大学，メーカー，
電力会社と連携した原子力・放射線関連実習を通じ，よ
り卒業・修了後の進路を意識させることを目的とした事
業を開始している．
　しかし，各高専において年間授業スケジュールが異な
っており，例えば 実習期間が夏休み期間でなく授業期
間内での実施や，民間企業等へのインターンへの参加に
より高専機構で実施している原子力教育事業に必ずしも
参加できるとは限らないなどの懸念もある．そこで，各
高専での個別の原子力教育事業の実施も必要となってく
る．各高専の運営費が毎年削減されていく中，新たに原
子力教育を行うための資金，人材の確保やノウハウの構
築など新規で立ち上げるのは非常に難しいものとなって

いる．そこで岐阜高専においては，原子力教育の提供や
関連施設への見学の助成を行っている日本原子力文化財
団と日本原子力産業協会と協力し，各種の原子力教育事
業を実施した．２章では日本原子力文化財団が提供する
事業，３章では日本原子力産業協会が提供する事業を用
いた，外部機関との連携による体験型実践的原子力教育
の例を示す．

２．日本原子力文化財団による助成事業との連携
　日本原子力文化財団が行っているのは「地層処分事業
推進のための学習の機会提供事業」として，高レベル放射
性廃棄物の地層処分について理解を深める活動に対して
支援をする事業である．この事業は原子力発電環境整備
機構（NUMO）の委託を受け，日本原子力文化財団が提
供している事業である．事業内容としては，地層処分に
ついて理解を深めたい団体（５名以上）に対して，専門
家を招いた講演会の開催，施設見学会，学習したことの
情報発信（チラシの作成やWebコンテンツの作成など）
にかかる費用を最大で100万円まで助成してくれる事業
である．岐阜高専では日本原子力文化財団と連携し，平
成29年度では専門家を招いた事前勉強会，２件の施設見
学会を実施した．なお，当事業を実施するにあたり，岐
阜高専専門の日本原子力文化財団の職員が配置され，講
演会講師の手配，見学施設への予約など事業がスムーズ
に進行するような配慮がなされた．また，平成30年度の
事業は平成29年度から内容が少し変更されたが，平成30
年６月現在募集が行われている．詳しくは日本原子力文
化財団のホームページを参照されたい．
２．１　地層処分に関する事前勉強会
　事前勉強会は平成29年７月22日㈫に岐阜高専の多目的

2018 年６月９日受付
※１岐阜工業高等専門学校

岐阜高専における外部機関との連携による 
体験型原子力教育の実践

Examples of Nuclear Energy Educations Collaborated with Other Organizations in 
National Institute of Technology, Gifu College

　柴　田　欣　秀※１　　所　　　哲　郎※１

Yoshihide SHIBATA Tetsuro TOKORO

　Nuclear energy education collaborated with other organizations which give nuclear energy 
educational programs have been conducted in National Institute of Technology, Gifu College. In this 
report, we introduce some kinds of lecture meetings and discussion of nuclear energy and study tours 
for facilities of Japan Nuclear Fuel Limited in Rokkasho village and Mizunami underground research 
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ホールにて電気情報工学科５年生の学生22名と教員２名
が参加して実施された．事前勉強会の様子を図１に示す．
この事前勉強会は施設見学会に参加する学生を対象に実
施したものである．事前勉強会ではNUMOの水野敦氏に
より「高レベル放射性廃棄物の最終処分について」とい
う題目で，高レベル放射性廃棄物の説明，地層処分の概
要や安全性，諸外国の状況，科学特性マップについてな
どが説明された．学生等からの活発な質問があり，多く
の学生が原子力発電について，その発電で発生した廃棄
物の地層処分について，知識を深めることができた．ま
た，勉強会後の学生のアンケートにおいて，「原子力に
ついてこれから考え学習する良いきっかけになった」な
ど，学生が原子力事業に対する興味を持つきっかけにな
ったことがうかがえるコメントなどが見られた．
２．２　六ヶ所村の原子力関連施設の見学
　原子力関連施設を見学し，原子力事業の理解を深める
ことを目的に平成29年８月７－９日の日程で青森県六ヶ
所村にある原子力関連施設の見学を実施した．六ヶ所村
では様々な原子力関連施設が存在しており，今回の見学
では日本原燃株式会社の工場見学，量子科学技術研究開
発機構六ヶ所核融合研究所の見学，ユーラス六ヶ所ソー
ラーパークの見学を実施した．各施設の見学内容を以下
に述べる．なお，当事業では地層処分に関する施設への
見学が必須であるが，他の原子力・エネルギー関連施設
への見学も併せて可能であり，今回の見学では核融合の
見学施設である量子科学技術研究開発機構六ヶ所核融合
研究所，巨大ソーラー発電施設であるユーラス六ヶ所ソ
ーラーパークの見学を実施した．
(1) 日本原燃株式会社の見学
　日本原燃株式会社は1992年に日本原燃サービス株式会
社と日本原燃産業株式会社が合併し発足した会社３）であ
り，原子力燃料のサイクル事業のうち，濃縮事業，埋設
事業，再処理事業，廃棄物管理事業，MOX燃料加工事
業の５事業を展開している．また広報活動として，複数
のPR施設を運営しており，今回の見学においては六ヶ
所村にある六ヶ所原燃PRセンター（図２）において，日
本原燃産業株式会社六ヶ所工場の施設全体の概要や行っ

ている各事業の詳しい内容について模型を用いた詳細な
説明が行われた．
　日本原燃株式会社六ケ所工場の見学では，管理区域内
にあり滅多に見学ができない再処理工場，高レベル放射
性廃棄物貯蔵管理センター，低レベル放射性廃棄物貯蔵
庫の見学が実施された．高レベル放射性廃棄物貯蔵管理
センターの見学においてはフランス，イギリスで生成さ
れたガラス固化体の受け入れから現在の貯蔵状況を実際
に見ながら見学し，多くの学生もかなりの興味を持って
見学や施設側への質問を行っていた．また，日本原燃株式
会社六ケ所工場では安全管理にかなり力を入れており，
施設の様々な場所で行われている安全管理について，丁
寧な説明がなされていた．火災時の対応などは元より，
特に工場の近くにはアメリカ空軍の射爆場があることか
ら，空からの飛来物に対してどのような影響があるのか
をシミュレーションし，その結果をもとに安全設計・管
理が成されていることを知ることができた．このように
日本原燃株式会社六ケ所工場の見学において，地層処分
を行う際の処分物がどのように生成・保管されるのかを，
実際の施設を見学しわかりやすく理解することが可能で
あった．なお，日本原燃株式会社六ケ所工場は安全上の
関係で原子力発電所や原子力関連施設と同様に秘密保持
のため写真撮影は禁止であった．そのため，施設の写真
や事業の詳しい内容については日本原燃株式会社のホー
ムページ３）を参照されたい．
(2)  量子科学技術研究開発機構六ケ所核融合研究所の見
学

　量子科学技術研究開発機構は2016年に国立研究開発法
人放射線医学総合研究所と国立研究開発法人日本原子力
研究開発機構の核融合研究開発部門，量子ビーム部門が
再編統合されてできた国立研究開発法人である４）．今回
見学を行った六ケ所核融合研究所は核融合エネルギー研
究開発部門の一部であり，現在フランスで建設が進んで
いる国際熱核融合実験炉ITERとともに，核融合原型炉の
実証のために日本と欧州が協力し，「核融合エネルギーの
研究分野におけるより幅広い取組活動の共同実施のため
の日本国政府と欧州原子力共同体との間の協定（幅広い

図１　事前勉強会の様子 図２　六ヶ所原燃PRセンターでの見学の様子
　　　（日本原燃株式会社）
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アプローチ協定）」に基づいて，国際核融合エネルギー研
究センター事業（IFERC事業）と国際核融合材料照射施
設（IFMIF）の工学実証・工学設計活動（EVEDA）事
業を実施している４）．今回の見学ではITER実験を遠隔で
行うために建設された遠隔実験ルームにおいて六ヶ所核
融合研究所の所長である牛草氏より核融合の基本的な説
明から，実際にサイトで行われている事業の説明が行わ
れた．その後，スーパーコンピュータ，IFMIF/EVIDA
原型加速器（図３），トリチウムなどの放射性物質の取り
扱いができる実験設備や最新鋭の材料分析の機器の見学
を実施した．
(3) ユーラス六ヶ所ソーラーパークの見学
　ユーラス六ヶ所ソーラーパークはユーラスエナジーホ
ールディングスにより建設されたメガソーラー発電施設
であり，2015年10月より運用を開始している５）．今回見
学した鷹架地区の発電所（図４）では敷地面積が約140ヘ
クタールあり，約302,000枚のソーラーパネルが設置され
ている．広範囲にソーラパネルが設置されているため，
ソーラパネルとは気付かずまるで湖を見ているような錯
覚に陥ることがある．発電の規模としては交流で60MW
あり，一般家庭約20,000世帯分に相当する発電が可能と

なっている．ソーラー発電所であるため基本的には屋外
での見学であるが，施設の説明が記載されているパネル
やPRのための動画の上映やチラシが設置された見学用
の小さな施設がある．見学した学生もその大きさ，規模
に驚いており，興味を持って見学を実施していた．
２．３　 日本原子力研究開発機構瑞浪超深地層研究所の

見学
　地層処分場の研究施設を見学し，地層処分に対する理
解を深めることを目的とし，平成29年９月22日に日本原
子力研究開発機構瑞浪超深地層研究所の見学を実施し
た．日本原子力研究開発機構瑞浪超深地層研究所は高レ
ベル放射性廃棄物を地層処分した場合，その廃棄物が周
りの環境からどのような影響を受けるのかなどを，地層
科学研究の観点から調査を行っている．具体的には火山
や活断層の科学的な研究，地下500mの坑道を用いた地盤
や地下水の科学的研究を行っている６）．
　初めにセンター職員より地層処分についての概要説明
があり，その後施設紹介のDVDを鑑賞し，地層処分につ
いての詳しい説明や瑞浪超深地層研究所での活動内容，
どのように500mの坑道を作成したか，また今までに得ら
れた研究成果について，わかりやすく説明が行われた．
　次に，坑道入坑用の格好，装備（ジャンパスーツ，反
射ベスト，連絡用PHS，長靴）に着替え，地下500mの
坑内へ入坑した．その様子を図５に示す．この施設は研
究施設であるため，入坑用のエレベータは10名程度が定
員人数のため，一度の見学に最大８名×３グループまで
見学することができる．また，研究・作業を行うことが
優先されるため，見学者が入坑できる時間は11時～13
時の２時間と非常に限られている．実際の坑道内は気圧
1050hpa程度，気温30度前後，湿度約70%と今までに体
験したことのない環境であった．坑道内の空気は地上よ
り送られてくるため，外気の温度，湿度が高い場合は坑
道内の湿度は100%に達することがある．坑道内では実際
にどのような研究活動を行っているのか，緊急時の安全
対策についての施設を間近に見ながら説明が行われた．
実際にどのような環境に高レベル放射性廃棄物が地層処
分される予定であるのかを実際に体験できること，実際

図５　地下500mの研究用坑道内での見学の様子
　　　（日本原子力研究開発機構東濃地科学センター）

図３　IFMIF/EVIDA加速器前での記念撮影
　　　（量子科学技術研究開発機構六ヶ所核融合研究所）

図４　ユーラス六ヶ所ソーラーパークの見学風景
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の掘削現場を見学することで掘削の大変さなど，地層処
分に関する様々なことを体験することができ，非常に良
い学習の機会であったと考える．
　最後に地上設備の見学を行い，地上設備では運搬用の
エレベータ関連の設備や，地下坑道内で発生した地下水
の処理施設・方法について説明がなされた．地下水の処
理ではフッ素などの物質が環境基準値をはるかに超える
ため，排出前に処理が必要であること，処理済みの水で
も法律で決められているため，河川に放流する以外には
使用できないという説明が行われた．

３．日本原子力産業協会が提供する出前授業
　日本原子力産業協会では「次世代層と一緒に考える」
というテーマを掲げ，原子力や地層処分に関して多くの
大学や高等専門学校において出前授業を実施している．
岐阜高専ではその出前授業を利用し，(1)専攻科生にお
けるグループディスカッションを含めた出前授業（２週
にわたり開催)や(2)１～４年生を対象とした出前授業を
実施した．各出前授業の詳しい内容については次に述べ
る．
３．１　 専攻科生におけるグループディスカッションを

含めた出前授業
　岐阜高専専攻科先端融合開発専攻の２年生前期の授業
である「新エネルギー特論」の授業の一部として，2017
年６月16，23日の２日間にわたり実施した．参加した学
生は先端融合開発専攻の１年，２年に所属の49名の学生
である．１日目は日本原子力産業協会の武田氏より「一
緒に考えませんか．「エネルギーのこと！」「廃棄物のこ
と！」」という題目で，エネルギーミックスから原子力の
基本的な情報，ガラス固化体などの高レベル放射性廃棄
物の基本的特性から製造方法，廃棄物の処分方法の検討
について情報提供が行われた．参加した学生は１日目に
行われた情報提供を元に，２日目に行われるグループデ
ィスカッションに向けてアンケートを通して(1)情報提
供時にわからなかった・質問したい項目，(2)「自分なら
高レベル放射性廃棄物の処分問題をどのように解決する
か」という項目に従い，自分の意見を準備し２日目のグ
ループディスカッションに臨んだ．２日目のグループデ
ィスカッションでは１班９～10名の５班に分かれて，ア
ンケートを通して考えた質問項目・高レベル放射性廃棄
物の処分問題に関する自身の意見について各項目15分程
度のディスカッション時間を設け，グループディスカッ
ションを実施した．ディスカッションの時間が各項目で
15分と非常に短いため，ディスカッションが円滑に進む
ように各班に各自の意見を書き出すための付箋やポータ
ブルのホワイトボードを用意した（図６）．また，各班が
議論した内容はディスカッション後に１班５分程度の時
間を設け，各班が議論により導き出した意見や他の班か
らの質問への回答など，クラス全体で議論の結果を共有
できる時間を設けた．
３．２　１～４年生を対象とした出前授業
　日本原子力産業協会では小学校から高校までの幅広い
年齢層に向けた放射線教育支援を行うなど，次世代への

教育支援活動を盛んに行っている．そこで，岐阜高専で
は電気情報工学科１～４年生を対象に，日本原子力産業
協会の協力のもと，2018年１月15日（月）の特別活動の
時間を利用して198名の学生を対象に原子力・地層処分に
関する講演会を実施した．
　講演内容としては，専攻科生に実施した出前授業とほ
ぼ同じ内容についてであり，エネルギーミックスから原
子力の基本的な情報，ガラス固化体などの高レベル放射
性廃棄物の基本的特性から製造方法，廃棄物の処分方法
の検討について情報提供が行われた．参加している学生
が多いことから専攻科生とは違い，今回は情報発信を主
とする開催とした．参加した学生には学習管理システム
（LMS）のアンケート機能を用いた電子アンケートを実
施し，学生の学習状況を確認した．

４．本事例を通じた原子力教育の考察
　本教育を始めたきっかけは高専において多くの学生が
原子力関連分野に就職後に関わることが多いため，各高
専において原子力教育が必要とされているが，そのよう
なノウハウがない高専においてどのように効率良く教育
を行うかということを考えたことによる．実際に岐阜高
専では次世代に向けた教育事業を実施している日本原子
力文化財団や日本原子力産業協会と協力し，様々な原子
力教育を実施した．各事例において，学生の意識や教育
の効果がどのようにあったのか，本事業を通じて学生に
行ったアンケート結果を基に考察を行う．
４．１　新たな知識の習得
　電気情報工学科１～４年生に行った講演会では講演会
を通じて新たな知識習得があったかのアンケートを実施
したところ，図７に示すようにアンケートに回答した125
名の学生のうち，約86%にあたる108名の学生が今まで知
らなかった知識の習得があったと回答している．また，
数値データとしてはないが，他の見学事業でも多くの学
生のアンケートに「初めて知った」，「理解を深めること
ができた」など学生が見学会を通じで新たに原子力に関
する知識を習得できたという意見が寄せられていた．高

図６　 ホワイトボードを用いたディスカッション時に意見徴収
の例
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設見学において重要であることが学生アンケートからも
示唆された．

５．おわりに
　1963年に初めて日本原子力研究所（現：日本原子力研
究開発機構）の動力試験炉 JPDR２（軽水型，電気出力 
12,500kW）が運転を開始し，我が国初の原子力発電は始
まった７）．それから約55年が経過した現在では稼働中・停
止中の原子炉は全国に42基存在している７）．原子力発電
の是非については様々な場所で議論が行われているが，
全国にある42基の原子炉には再稼動するかどうかにかか
わらず大量の核燃料物質があるため，それをどのように
処分するかという問題がある．また，仮に建設された原
子炉を廃炉にするとしても，その作業には30～40年とか
なり長い時間が必要とされており，次世代にまで及ぶ問
題となっている．そのため，学生や若い世代には原子力
発電やこの問題に対して自身で考え判断するために必要
な知識が要求されているが，その知識を得る機会が少な
く問題となっている．さらに，今まで行ったことがない
教育機関が新たに原子力教育を行うことは資金やノウハ
ウがないため非常に難しい．
　そこで，岐阜高専では原子力教育の提供や関連施設へ
の見学への助成を行っている日本原子力文化財団や日本
原子力産業協会と連携し，岐阜高専において体験型原子
力教育事業を実践した．この事業を通じて多くの学生か
ら出た意見としては，やはり実物の施設見学などを通じ
て新たな知識の取得ができたという意見が多数寄せられ
た．また，参加する前は原子力発電に関して具体的な自
身の考えを持っていなかったが，実際に施設を見学する
ことにより現状を肌で感じ，賛否や今後どのようにして
いくべきかなど，明確な考えを持ったという学生の意見
もあり，やはり現状での座学だけでの情報提供では不足
していること，普段見ることのできない実物の情報提供
をすることで学生に考える機会を与えることができるこ
とがわかった．今存在する原子力の問題を解決するため
にも，今回岐阜高専が行ったような施設見学など実体験
が可能な実践的原子力教育を継続していく必要があると
考えられる．また，昨年度はまずは新たな知識を取得す

学年になれば専門教育などで原子力に関する情報に触れ
る機会が多少あるが，やはりその情報だけでは少し不足
している状況であると考えられる．また，低学年では原
子力の情報を知る機会が少なく，図７に示すように多く
の学生が新たな知識を習得しており，講演会でも低学年
に対しても情報を提供することが重要であると考えられ
る．
４．２　施設見学の効果
　今年度は２件の施設見学を実施したが，両見学におい
て学生からの意見としては普段見ることができない施設
を見学でき，また実際に施設を目で見て，そこで働いて
いる職員の人と議論することにより，原子力に関する問
題に興味を持ったという意見が複数件寄せられていた．
見学会へは４，５年の高学年の学生しか参加していない
が，ニュースやネットなどで知った原子力の情報を実際
に目で見て確認することにより，その情報が空想上のも
のではなく現実味を帯び，より興味が深まったと考えら
れる．日本原子力研究開発機構瑞浪超深地層研究所の見
学に参加した学生22名のうち，17名の学生から「実際に
見学することで，実感がわき，より深く理解することが
できてよかった」など見学に対する肯定的な意見や，「普
段見学することができない地層処分の研究や地層処分が
有用であることの理由がわかり，エネルギー問題に関心
を寄せるきっかけとなった」など新たな知識習得や興味
を持つきっかけになったことが報告された．
　本事業を通じて，実際に施設見学を行うことで多くの
学生に興味を持たすことができ，知識習得などの教育効
果も上がることがわかった．情報提供を行った電気情報
工学科１～４年生に行った講演会で「今回の講演会を聞
いて，実際に施設を見学に行きたいと思いますか？」と
いう質問をアンケートで行ったところ，図８に示すよう
に回答した学生の24%は施設見学を希望しており，講演
会などで情報提供を実施した後に施設を見学することが
望ましいと考えられる．実際に六ヶ所村の原子力関連施
設の見学や日本原子力研究開発機構瑞浪超深地層研究所
の見学では事前に情報提供を実施しており，見学後のア
ンケートでは「事前に学校で講演会を聞いたので，見学
時に内容が理解しやすかった」など事前の情報提供が施

図７　 講演会を通じて新たな知識習得があったかの調査結果. 
全回答者は125名であった.

図８　講演会を通じて施設見学を希望した学生の分布
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ることを目的としていたため，体験型原子力教育に対し
て単位認定などの評価は行っていないが，現在教育課程
以外の学修も含めた学生のキャリア育成活動全般を実践
技術ポイントとして可視化し定量的に評価・検証する制
度を構築中である８）．
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